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1. まえがき 

1.1. ガイドラインの位置づけ 

朝日大学（朝日大学歯科衛生士専門学校を含む。以下、「本大学」という。）は、「建学の精

神」の具現化を企図し、自然科学と人文・社会科学、その他芸術との学際的協力により、専門的

かつ総合的な教育・研究活動を推進している。この理念のもと、2024年 10月に「朝日大学研究デ

ータポリシー」（以下、「研究データポリシー」という。）を策定し、本大学における研究データ

の管理、公開及び利活用の原則を定めている。 

本ガイドラインは、研究データポリシーに準拠し、朝日大学研究データ管理・公開実施方針に

則り、本大学における研究データの適切な取扱いに関する指針を定めるものであり、本大学の構

成員の研究活動が円滑化され、研究成果の公開及び利活用が促進されることを目指している。 

本ガイドラインは、 

1. まえがき 

2. 研究の準備 

3. 研究の実施 

4. 研究成果の整理 

の 4章で構成している。 

 

1.2. 研究データ  

本ガイドラインにおける研究データとは、研究活動を通じて取り扱うデータをいう。デジタル

か否かは問わない。収集又は生成したデータだけでなく、それらを解析又は加工して作成したデ

ータも含まれる。研究活動で取り扱うデータとして、測定データ、試験データ、調査データ、臨

床データ、実験ノート、フィールドノート、プログラム、標本、史資料、アンケート表等がある。 

 

1.3. 適用範囲  

本ガイドラインは、本大学の構成員であって、研究に携わる者（以下、「構成員」という。）及

び本大学に適用する。 

 

1.4. ガイドラインの見直し  

本ガイドラインは、社会や研究を取り巻く状況の変化、法的要件及び倫理的要件の変化、本大

学の規程、ポリシー等の改訂に応じ、適宜、見直しを行う。 
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2. 研究の準備 

2.1. 研究代表者の役割  

研究代表者とは、研究グループ内の構成員のうち、研究データの管理、公開及び利活用につい

て統括的な権限と責任を有する者をいう。研究グループの代表者である Principal Investigator

（PI）が想定される。研究グループに必ず研究代表者を配置すること。研究代表者が本大学を離

籍する場合には、研究データを管理する者が不在にならないように離籍前に対策を講じること。 

 

2.2. データ管理計画（Data Management Plan）の作成 

データ管理計画（Data Management Plan（以下、「DMP」という。））とは、研究データの保管、

共有、保存等の管理計画をいう。研究代表者は、DMPを作成し、研究グループ内で保有し、必要に

応じて適宜、更新すること。 

DMPに記載する項目として以下が考えられる。なお、DMPを作成する際は、本ガイドラインの 3

及び 4を適宜、参照のこと。 

 

【DMPに記載する項目】 

⚫ 研究データの保管（本ガイドライン 3.2） 

⚫ 研究データの共有（同 3.3） 

⚫ 研究データの保存（同 4.1） 

⚫ 研究データの公開（同 4.2） 

⚫ 研究データの利活用（同 4.3） 

 

 

 

  



3 

3. 研究の実施 

3.1. 研究データの管理  

研究データの管理とは、データの収集、生成、解析、加工、共有、保管、保存、破棄等、研究活

動の開始から終了までの研究データの取扱いを定め、これを実践することをいう。 

 

3.2. 研究データの保管 

本ガイドラインにおける研究データの保管とは、当該データを収集又は生成した者がデータを

保持し、研究活動で必要となる場合に利用可能な状態にすることをいう。研究データの亡失を防

ぐために、定期的にバックアップをとること。研究代表者は、研究グループにおける研究データ

の保管場所を定め、DMPに記載すること。 

 

3.2.1. 研究データの管理に適切なストレージ 

研究グループによる研究データの管理では、研究データの完全性・同一性を遵守するため、

研究代表者は適切なセキュリティ対策が講じられているストレージを選択すること。また、退

職時における研究データの保存先については所属長と相談し、継続性や管理可能な環境を選択

すること。 

 

3.2.2. 構成員が利用できるストレージ 

本大学は、研究データの管理方法の選択肢として、国立情報学研究所が提供している研究デ

ータ管理基盤「Gakunin RDM」を整備している。構成員がこのサービスを利用する場合は、国立

情報学研究所ホームページ内のユーザーマニュアル等を確認すること。 

 

3.2.3. 個人情報が含まれる研究データ 

構成員は、研究データに個人情報が含まれる場合、個人情報保護法、その他の関係法令、規

程等を遵守し、個人の権利利益の保護に十分に配慮すること。研究代表者は、当該データが研

究グループ内で適切に管理されるように努めること。 

 

3.2.4. 人を対象とする研究データ 

研究代表者は、研究グループ内の構成員が人を対象とする研究を実施する場合、自身が所属

する学部、学科又は朝日大学病院の倫理審査委員会における審査、及び所属長による承認を得

ること。構成員は、倫理審査時に提出された研究計画書の記載内容を遵守して研究データ管理

を行うこと。 

 

3.2.5. 共同研究等における研究データ 

研究代表者は、研究グループ内の構成員が共同研究等を行う場合は、共同研究申請書及び共

同研究契約書の内容を遵守して、研究データ管理を行うこと。なお、秘密保持契約（Non-

Disclosure Agreement、NDA）を締結している場合、研究代表者は、秘密保持契約書の内容を遵

守して研究データ管理を行うこと。 
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3.2.6. デジタル化されていない研究データの保管場所の決定 

研究代表者は、デジタル化されていない研究データを保管する場合、当該データの特性を考

慮し、デジタル化されているデータと同様に適切な保管場所を定めること。構成員は、当該デ

ータを識別できるよう、番号付番や目録作成等の手段を用いて管理された状態を維持すること。 

 

3.3. 研究データの共有 

本ガイドラインにおける研究データの共有は、研究データを作成した者以外が利用可能な状態

をいう。研究代表者は、研究グループ内における研究データの共有方法を定め、DMPに記載するこ

と。 

 
3.3.1. 研究インテグリティ確保のためのリスクマネジメント 

研究代表者は、研究データの共有において、研究環境の健全性及び公正性を保持し、研究イ

ンテグリティの確保を行うために、所属機関や研究資金配分機関に対して、必要な情報の報告

と必要な手続きを行うこと。研究インテグリティとは、研究者及び大学・研究機関等における

研究の健全性と公正性のことである。具体的には（1）安全保障輸出管理（2）利益相反マネジ

メント等が挙げられる。 

 

(1) 安全保障輸出管理 

研究代表者は、海外の非居住者や特定類型該当者への研究データ提供がある場合、法令等

を参照のうえ、事前に安全保障輸出管理の手続きを行う必要がある。留学生及び外国人研究

者等の受入れ、貨物（機材等）の輸出、技術の提供等、海外や外国人との接触の機会が発生

した場合も同様である。 

 

(2) 利益相反マネジメント 

構成員は、特定の団体に対して経済的利益（報酬、株式、研究費等）や職務遂行責任があ

る場合、又は研究データの取扱い（提供等）が大学の教育及び研究の責任と相反する場合（利

益相反及び責務相反）、学校法人朝日大学利益相反管理規程を参照のうえ、利益相反の自己

申告を行う必要がある。 
 

3.3.2. デジタル化されていない研究データの共有方法 

デジタル化されていない研究データを研究グループで共有する場合、当該データの特性を考

慮し、デジタル化されているデータと同様に適切な共有方法を定めること。 
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4. 研究成果の整理 

4.1. 研究データの保存 

本ガイドラインにおける研究データの保存とは、研究成果としての論文の根拠データ等を「朝

日大学における研究活動上の不正行為の防止等に関する規程」等に従って格納することをいう。

構成員は、当該規程を遵守して研究データの保存作業を適切に行い、保存を必要とする研究デー

タを保存期間中に破棄しないこと。研究代表者は、研究グループにおいて保存が必要な研究デー

タ及びその保存方法を定め、DMPに記載すること。 

 

4.1.1. 研究データを保存するためのシステム 

研究代表者は、構成員が研究活動で収集又は作成した研究データのうち、保存対象のデータ

を「Gakunin RDM」に保存すること。 

 

4.1.2. デジタル化されてない研究データの保存方法 

研究代表者が、デジタル化されていない研究データを保存する場合、当該データの特性を考

慮し、デジタル化されているデータと同様に適切な保存方法を定めること。 

 

4.2. 研究データの公開 

本ガイドラインにおける研究データの公開とは、研究データを作成した研究グループ以外の者

が、研究データを入手できる状態をいう。研究代表者は、表 1 及び表 2 を参照し、研究グループ

における当該データの公開の可否と方法を定め、DMPに記載すること。 

 

4.2.1. 研究データの公開及び非公開のレベル別定義 

研究データの公開・非公開のそれぞれに様々な形態が存在する（表 1を参照）。研究代表者は

これらを参考に、公開・非公開とそのアクセスレベルを適切に選択すること。 
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表 1 研究データの公開及び非公開のレベル別定義 

タイプ アクセスレベル 説明 対象者 

公
開 

一般公開  誰でもアクセスできるデータ 不特定多数 

限定公開 
特定の条件を満たした者のみがアクセスでき

るデータ 

組織内、学協会の会員、

ライセンス許諾者、セミ

ナー参加者 

非
公
開 

共同研究者以外は非

公開 

共同研究を行っている研究者（学外を含む）

のみアクセスできるデータ 
共同研究者、NDA 締結者 

研究グループ以外は

非公開 

研究グループ内のメンバーのみアクセスでき

るデータ 
研究グループのメンバー 

研究グループ内の特

定のメンバー以外は

非公開 

研究グループ内のメンバーの中でも特定の条

件を満たした者のみがアクセスできるデータ 

研究グループメンバーの

一部 

完全非公開 
データを公開せず、収集又は生成した者のみ

がアクセスできるデータ 
作成者 

 

4.2.2. 研究データの公開制限と考慮する点 

研究代表者は、データの記載内容、諸規範、関係諸法令及び諸規則等の制限（表 2を参照）を

考慮したうえで、公開可否を決定する。公開する研究データには、適切なメタデータを付与する

こと。なお、公的資金による研究成果としての研究データの公開では、「公的資金による研究デ

ータの管理・利活用に関する基本的な考え方」1に記された「メタデータ共通項目」に沿った情

報の提示が求められることがある。 

 

  

 
1 内閣府. 「公的資金による研究データの管理・利活用に関する基本的な考え方」令和 6 年 7 月 30 日改正 

関係府省申合せ.https://www8.cao.go.jp/cstp/metadatainstructions.pdf［参照:2025.02.28］ 
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表 2 研究データの公開制限と考慮する点 

制限 考慮する点 

関連する国際的規範、国内外諸法令による

制限 

・関連する国際的規範、国内外諸法令に抵触していない

か 

所属機関（部署）、研究助成機関等の諸規

則による制限 

・所属機関（部署）、研究助成機関等の諸規則に抵触し

て 

いないか 

研究分野及び研究コミュニティの慣習によ

る制限 

・出版社、学会等の規則等に抵触していないか 

・出版社、学会等の許諾が必要な場合に、許諾を得てい

ないか 

個人情報保護による制限 ・個人情報保護法等に抵触していないか 

・情報開示に関する分野ごとの方針を確認していないか 

共同研究契約及び個人との契約による制限 ・研究を遂行するために学内外の機関、個人と契約した

場合、 

当該契約により、研究成果の公開手段が制限されていな

いか 

知的財産関係による制限 ・特許、実用新案等の出願を行う又は出願中の場合、権

利取得 

に影響はないか 

・商業的な利用が見込まれるデータに該当しないか 

 

4.2.3. 機関リポジトリの優先  

本大学は、構成員が研究データの公開先として「朝日大学機関リポジトリ」（以下、「機関リ

ポジトリ」という。）を優先することを推奨する。機関リポジトリは、構成員による研究論文、

学位論文、教材、研究データ等を収載し、それらはインターネット上で無償公開される。構成員

は、機関リポジトリへ研究データの登録を希望する場合、「朝日大学機関リポジトリ運用指針」

を参照のうえ、本大学図書館の機関リポジトリ担当宛に申請すること。 

 

4.2.4. 適切なデータ公開基盤の選択 

構成員は、機関リポジトリ以外の情報サービスを利用して研究データを公開することもでき

る。当該分野における研究者コミュニティでの標準等を鑑みて、適切な方法を選択すること。構

成員が、汎用リポジトリや分野別リポジトリ等の機関リポジトリ以外の情報サービスを用いる

場合は、研究者の権利の保持を考慮すること。研究データの公開にあたって、当該データの利用

条件及び免責事項等を明示した文書(ライセンス)を付すことが推奨される。 

 

4.2.5. デジタル化されていない研究データの公開方法 

研究代表者は、デジタル化されていない研究データを公開する場合、当該データの特性を考

慮し、デジタル化されているデータと同様に適切な公開方法を定めること。デジタル化されて

いない研究データは、現物をデジタル化する、又は現物の所在等を示すメタデータを付与する

等の方法でデジタル化することが推奨される。 

  



8 

4.3. 研究データの利活用  

本ガイドラインにおける研究データの利活用とは、研究データからより多くの知的成果等を生

み出せるように、研究データの利用マニュアル、来歴や用途の情報を付す等の方法により、研究

データの価値を高めることをいう。研究代表者は研究グループにおいて公開した研究データを利

活用に供する方法を定め、DMPに記載すること。 

 
4.3.1. 知的財産 

構成員は、研究データが知的財産に相当する場合、本大学の知的財産関連規程等に従い対応す

ること。 

 

4.3.2. 研究データの利活用を推進するためのシステム等 

本大学は、構成員が機関リポジトリ等で公開した研究データの利活用の促進を図ることを推

奨する。 

 

以上 


